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要旨：木質系材料である構造用 LVL（Laminated Veneer Lumber，単板積層材）を，エポキシ樹脂系接着剤を

用いて RC 骨組の構面内に接着接合して耐震壁とする工法の耐震補強効果を検証した。まず，LVL の面内せ

ん断試験及び LVL の接着せん断試験を実施し，コンクリートの接着せん断強度以上を発揮することを確認し

た。次いで，LVL を耐震壁として用いて補強した RC 骨組の試験体の構造実験を実施し，無開口および設備

開口タイプの補強効果を確認した。補強試験体はいずれも接着接合部のコンクリート側のせん断すべり破壊

に至った。また無開口と設備開口タイプの耐力比は，梁下の接着接合部の面積比をやや上回る結果であった。 
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1. はじめに 

 近年では，環境配慮や林業再生のため，学校の木質化

等による木質材料の利用の促進が望まれている。また，

木質材料はコンクリートや鉄と比べて軽量であるため，

楊重機などの利用や搬入動線に制約条件が多い耐震補強

工事に適している。このため，木質材料を用いた耐震補

強工法は，特に施工上の制約条件が多く耐震化がなされ

ていない建物の耐震化に有効と考えられる。 

一方，RC 骨組の耐震補強では比較的小さい変形レベ

ルで補強効果を発揮する必要があるため，補強部材に木

質材料を用いる場合には，以下の課題が挙げられる。 

 (1)木質材料の剛性がコンクリートや鉄の剛性よりも小

さく補強効率が悪い 

(2)微小変形レベルにおいて接合部分にずれが生じない

ように木質耐震壁と既存 RC 躯体を一体的に接合す

ることが難しい。 

このため，耐震要素(RC 壁，鉄骨ブレース等)を RC 骨

組に接合する耐震補強工法は広く用いられているものの，

木質系材料の面材を用いた補強工法に関する研究例は少

ない 1),2)と考えられる。 

 本研究では，木質材料を耐震補強に効果的に活用する

ために，図－1 に示すように，LVL（Laminated Veneer 

Lumber，単板積層材，図－2 参照）をエポキシ樹脂系接

着剤によって LVLの板同士および RC骨組み接着接合す

る耐震補強工法を提案し，検討を行った。 

本論では，材料試験および要素試験結果から，本工法

にて利用される構造用 LVL のせん断特性および接着せ

ん断強度を検討した上で，構造用 LVL を RC 骨組の構面

内に接着接合する耐震補強工法の補強効果を検証するた

め，構造実験を実施した。以下に，その結果を示す。 

2. 材料試験および要素試験 

2.1 LVL 板のせん断特性 

 LVL を面材として利用する際には，面内せん断強度お

よびせん断弾性係数が重要と考えられる。しかし，LVL

の品質を決める日本農林規格(JAS)3)において，せん断弾

性係数は管理項目外で既往のデータが乏しい。このため，

材料試験を実施し，せん断弾性係数を確認した。また，

LVL のせん断強度についても，データを収集した。 

表－1 には実験に用いた LVL の特性を示す。用いた

LVL の樹種はカラマツで，単板の層構成は繊維方向 4 層，

繊維直交方向 2 層である。LVL のせん断試験は，図－3

に示すように合板の JAS 試験方法（面内せん断試験）4)

を準用して実施した。試験体は 12mm の LVL に対し繊維

方向の異なる試験体を（繊維方向毎の積層数が異なる異
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図－2 LVL（単板積層材）とは 

 

図－1 本工法の概要 
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方性材料のため），各種類 3 体ずつ計 6 体とした。なお，

一般的なサイズの構造用 LVL は合板よりも板厚が厚く，

本試験の実施が困難であることから，ここでは実大の約

1/3 スケールを模した 12mm 厚の LVL を用いている。 

表－2 に試験結果を示す。また，表中には曲げヤング

係数についても併せて記した。せん断弾性係数は，0.71

～0.75kN/mm2 であり，曲げヤング係数との比(Gl/El)は

1/10.3～1/11.5 であった。なお，せん断弾性係数の算定に

おけるせん断ひずみには，LVL 表面中央（表裏）に貼り

つけたロゼットゲージによる値を用いた。木質構造設計

規準 5)では，基準せん断弾性係数は基準ヤング係数の

1/15 と示されているが，本実験結果はこれよりも大きい

結果であった。また，LVL の単板は基本的に同一繊維方

向に積層（積層後の主な繊維方向を繊維方向と称す）し，

直交層単板は主にそりの防止に用いられる異方性材料で

あるが，表より分かるように繊維方向による差はせん断

弾性係数では 11%，せん断強度では 4%程度であり，せ

ん断特性に関しては異方性が小さい結果であった。 

2 .2 LVL 同士の接着せん断強度 

 本工法では分割された LVL をエポキシ樹脂系接着剤

で接着接合して１枚の耐震壁とすることから，その接着

せん断強度を把握する必要がある。しかしながら，LVL

小口面のエポキシ樹脂系接着剤の接着強度はデータが少

ないため，図－4 に示す押し抜きせん断実験により確認

した。試験体は LVL の繊維方向が異なる 2 種類で各 3 体

とし，エポキシ樹脂系接着剤（引張せん断接着強さの品

質規格値が 10N/mm2以上）を用いて接着した。実験結果

を表－3 に示す。LVL 同士の接着強度は，表－2 に示す

LVL のせん断強度以上であり，LVL 同士を一体化できる

ことが確認された。なお，LVL のせん断強度よりも LVL

の接着せん断強度が大きいのは，接着剤の吸い込みによ

り，接着面付近の LVL が補強されたためと考えられる。 

2.3 コンクリートの接着せん断強度 

エポキシ樹脂系接着剤（2.2 節と同じ引張せん断接着強

さの品質規格値）によるコンクリートの接着せん断性能

に関しては，既往の研究 6)にて一面せん断試験が実施さ

れ，その接着せん断強度が報告されている。図－5 にそ

の実験結果を示す。実験では，コンクリートの凝集破壊

（コンクリート側のせん断すべり破壊）により耐力が決

定した。この破壊モードは，コンクリートの接着引張強

度試験によるコンクリート側の引張破壊と同様な破壊モ

ードと考えられるため，コンクリートの引張強度式に基

づいた式(1)による接着せん断強度式が提案されている。 

Baj  38.0  (1) 

 ここで，τjaは接着せん断強度，σBはコンクリート圧

縮強度 

以上の試験結果より，LVL の面内せん断強度および

LVLの接着せん断強度はコンクリートの接着せん断強度

以上を発揮することが確認された。 

表－2 LVL(12mm)面内せん断試験結果 

加力方向 
 

τl Gl 
El 

Gl / 

El 実験 平均 実験 平均 

繊維方向

に対して

0° 

6.6 

5.8 

4.3 
5.6 

0.73 

0.75 

0.78 
0.75 

10.3 

1/ 

10.3 

繊維方向

に対して

90° 

5.3 

5.5 

4.9 
5.2 

0.71 

0.73 

-* 
0.72 

1/ 

11.5 

τl：面内せん断強度(N/mm2)，Gl：面内せん断弾性係数(kN/mm2) 

El：曲げヤング係数(kN/mm2)   *ゲージ断線により未計測 

表－3 LVL の接着せん断試験結果  

繊維方向 

(接着面に対

して) 

接着面 

厚さ×幅 

(mm) 

接着せん断

強度* 

 (N/mm2) 

破壊 

状況 

0° 
38×40 

8.7 LVL 母材破壊 

90° 7.7 接着剤凝集破壊 

*3 体の平均値とした 

図－3 LVL の面内せん断試験 

 

表－1 試験体に用いた LVL の特性（JAS 区分） 

曲げヤング係数区分* / 等級* 90E / 特級 

水平せん断強度区分* 55V – 47H 

*12mm 厚試験体は規格外（特注品）のため，相当値扱い 
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図－5 コンクリートの接着せん断試験結果
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3. 構造実験 

3.1 試験体 

 図－6 に試験体の形状および断面詳細を，表－4 に試

験体一覧を示す。試験体は計 3 体で，いずれの試験体も

約 1/3 縮小モデルとした。試験体 No.1 は無補強の基準試

験体とした。試験体 No.2 は RC 柱梁骨組に LVL を取り

付けて補強するタイプで，基本的な補強効果を確認する。 

LVL は試験体と同様の縮尺を意図し，厚みを 1/3 縮小の

12mm（実大 38mm を想定。3 枚重ねで実大 38mm 相当を

計画。LVL 製作上の制約により実大より薄いが，その差

は 5.2%である。）とし，厚み方向に 3 枚重ねとした。な

お，厚み方向に並べた LVL 同士は接着せず，四周の木口

面のみを接着し，接着層の厚さは 5mm とした。試験体

No.3 は試験体 No.2 に設備開口を意図した小さい開口を

設けた。なお，試験体 No3 に用いた LVL の板厚は実大

スケールの38mmとし，厚み方向にLVLを重ねていない。 

試験体に用いた鋼材の機械的性質は表－5 に示すとお

りである。接着接合に使用したエポキシ樹脂系接着剤は

2.2節と同製品を用いた。補強に用いたLVLのうち，

12mmのLVLは 2.1節と同じものである。また，38mm

の LVL は，面内方向の性能について表－1 と同等で

あることを確認して用いた。 

3.2 加力方法 

 図－7 に加力装置図，図－8 に加力サイクルを示

す。加力は，一定軸力下における水平力の正負繰り

表－5 鋼材の機械的性質 

種類 部位 
降伏強度 

(N/mm2) 

引張強度 

(N/mm2) 

φ4 *1 
帯筋 

522 592 

D4*2 361 536 

D6-1*1 
あばら筋 

433 546 

D6-2*2 376 545 

D13 柱主筋 351 489 

D16 梁主筋 357 532 

 *1：試験体 No2 に使用 *2：試験体 No1,3 に使用 

図－6 試験体の形状および断面詳細
 

 

図－8 加力装置
 

 

図－7 加力プログラム
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表－4 試験体一覧 
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     N：圧縮軸力(柱 1 本当たり)，Bc・Dc：柱断面積，σB：コンクリート圧縮強度 
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返し載荷とし，層間変形角 R による変位制御とした。 

3.3 実験結果 

3.3.1 破壊状況 

 写真－1 には試験体の最終破壊状況を，図－9 には荷

重－変形関係を示す。RC 柱梁の破壊状況は No.1~3 の試

験体いずれも類似しており，層間変形角 R =1.0~4.0×

10-3rad で RC 柱の柱頭・柱脚および RC 梁に曲げひび割

れが生じ，最終的には R =15×10-3rad 時に柱に顕著なせ

ん断ひび割れが生じた後に耐力が低下した。また，いず

れの試験体も柱主筋に沿った付着ひび割れも確認されて

おり，No.2 試験体については特に顕著に確認された。な

お，RC 部分に関しては補強の有無にかかわらず損傷状

況は類似していたことから，補強後の RC 骨組も補強前

の独立した柱に近い挙動を示していたと考えられる。 

補強部分に関しては，No.2 および No.3 試験体いずれ

も R=2.5×10-3rad より柱および梁に LVL の接着接合面に

沿ったコンクリートにひび割れが発生し，R=4.0~6.0×

10-3rad で梁下接着接合面のひび割れが正負貫通した。そ

の後，梁下の接着接合面のせん断すべりが目視でも観察

され，最終的に R=20×10-3rad で LVL は柱に押されて圧

縮破壊が観察された。なお，試験体 No3 (設備開口)の開

口隅部には，R=3.0~4.0×10-3rad 時に局所応力により

LVL 接着部に沿って若干のひび割れが発生したが，その

後 R=20×10-3rad までほとんど進行しなかった。 

写真－2 には，加力終了後に試験体 No.2（無開口）の

隅部の LVL を切り出した，RC 骨組と LVL の接合面を併
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図－9 荷重－変形関係
 

 

写真－1 試験体破壊状況(R=20×10
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せて示す。この接合面を確認したところ，梁側，柱側

いずれもエポキシ樹脂系接着剤と LVL の間の接着は

健全であり，コンクリートの凝集破壊であった。また，

この破壊面のコンクリート表面には凹凸が生じており，

梁下側ではこの凹凸が削られた跡が観察されたことか

ら，接着接合面のひび割れ発生後は特に梁下において

凹凸によるシアーキーの効果やせん断摩擦によりせん

断応力が伝達されていたと考えられる。 

3.3.2 補強効果の検討 

 図－10 には，基準試験体 No.1 の実験結果との耐力

の差分より得られた補強効果をせん断応力度で示す。

なお，試験体 No.3 は高さ位置で LVL のせん断断面積

が異なるが，ここでは高さ中央位置におけるせん断断

面積で除した。また ，壁部材はせん断変形が卓越する

ため，2.1 節の材料試験結果で得られたせん断応力度-

せん断歪関係のうち，せん断歪を層間変形角と読み替

えたものを図中に併せて示した。図より，いずれの試

験体も材料試験よりも高い剛性が確認され，R=4.0×

10-3rad時のせん断強度は材料試験結果に比べて試験体

No2 で 1.6 倍，試験体 No.3 で 1.1 倍発揮している。こ

れは， LVL が RC 骨組の変形を拘束している効果と考

えられる。また，最大強度は LVL の材料試験結果より

も低いことに加え，3.3.1 項での試験体状況と併せて考

えると，補強効果は 2 章で想定した通り，LVL のせん

断強度ではなく，コンクリート側の接着接合部のせん

断破壊で決定したと考えられる。なお，試験体 No.3

の R=4.0×10-3rad 時のせん断強度は試験体 No.2 の

0.69 倍であり，接着面積の比率の 0.57 に近く，補強効

果は梁下の接着面積に比例する結果であった。 

3.3.3 接合部すべり量 

 図－11 には，層間変形角と梁下の接着接合面のすべ

り量の関係を示す。図より，R=4.0×10-3rad まではほ

とんどずれが生じておらず，RC 架構と LVL は一体的

に挙動している。その後は，正加力時（接合面に引張

力がかかると考えられる方向）ではすべりが生じてお

り，接着接合部がすべり始めたと考えられる。ただし，

図－10 からも分かるように，その後も補強効果がある

程度確認されているが，これは接着接合部のコンクリ

ートの骨材のかみ合わせ（シアーキー）の効果や，LVL

が柱梁枠により抑えられるせん断摩擦に応力伝達メカ

ニズムが徐々に移行したためと考えられる。 

3.3.4 薄板を用いた場合の面外変形 

 図－12 に LVLの中央で計測した面外変位を示す。面

外変位を計測点までの高さで除すと，最大の層間変形

角 R=20×10-3rad でも 0.18％と小さく，幅厚比（内法

高さ ho/LVL 厚さ t）70 の厚みであっても明確な座屈

現象は確認されなかった。 

-1

-0.5

0

0.5

1

-20 -10 0 10 20

面
外

変
位

δ
(m

m
)

層間変形角 R(×10-3rad)

裏面(中央）

写真－2 接着接合面の状況
 

 

図－10 差分より得られた補強効果
 

 

図－12 LVLの面外変形(No2試験体，12mmLVL)
 

 

計測位置

計測位置

0

1

2

3

4

5

6

0 5 10 15

せ
ん

断
応

力
度

τ(
N
/m

m
2
)

層間変形角R(×10-3rad)

No2(無開口)

No3（設備開口）

材料試験(12mm)

R=4.0×10
-3
rad

 

 

材料試験以上 

の補強効果(剛性)
 

 

LVL のせん断強度には達しない 

 

(a)切り出し箇所          (b)接合面の状況 

梁側接合面 

（凹凸が削

られている） 

柱側接合面 

-5

0

5

10

15

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

L
V

L
す

べ
り

量
(m

m
)

層間変形角R(×10-3rad)

No2(無開口)

No3(設備開口)

図－11 梁下の接着接合面すべり量
 

 

正 

変位計 50

5
0

柱

梁

変位計 50

5
0

柱

梁

計測状況 

変
位
計
伸
び

方
向

 

(柱
離
間
方
向

)
 

梁
下
の
接
着
接
合
面
(L
VL
) 

す
べ
り
量
(
mm
) 

-1259-



3.3.5 等価粘性減衰定数 

 図－13 には，各試験体の 2 サイクル目の等価粘性減衰

定数を示す。図よりわかるように，LVL で補強された試

験体 No2 および No3 はいずれも RC 骨組試験体 No1 と

同等の履歴減衰性能を有することが確認できる。 

3.4 補強後の耐力の評価 

表－4 に部材耐力の計算結果を，表－5 に架構全体の

計算耐力および実験結果を示す。なお，補強設計におい

て， RC 耐震壁の耐力を累加する際の一般的な変形レベ

ルである R=4.0×10-3rad（靱性指標 F=1.0 相当）時の耐力

を実験結果として示した。 

jacucal QQQ  2    (2) 

 ここで，Qcu は柱曲げ耐力時せん断力 Qcmu，柱せん断

耐力Qcsuおよび柱付着耐力時のせん断力Q’csuのうち最も

小さい値で，本試験体はいずれも Qcsu で決定する。Qja

は式(1)に接着接合部（梁下）の接着面積を乗じて得た。

なお，No3 試験体については，接着されていない個所を

接着面積から除いて算定し，表－6 および表－7 中の()

内に無開口とした場合の計算値を参考値として示した。 

 表より分かるように，いずれの試験体も計算結果は実

験値を安全側に評価できることが確認された。また，設

備開口のある試験体 No3 は，接着面積欠損分を考慮して

耐力を計算することで，無開口の補強と同程度の安全率

で評価可能であった。 

4. まとめ 

 構造用 LVLを RC骨組の構面内に接着接合する耐震補

強工法の補強効果を検証するため，材料試験，要素試験

および構造実験を実施し，以下のことが明らかになった。 

(1 ) LVL 同士の接着せん断強度，LVL のせん断強度，接

着接合部のコンクリートかぶり部分の接着せん断強

度の順に，本補強の接合部強度が高い。 

(2) 本補強では，材料試験で得られた LVL のせん断弾性

係数より期待される以上の剛性の向上が確認された。 

(3 )既往の評価式 6)を用いることで，LVL 補強試験体の耐

力はいずれも安全側に評価される。 

(4) 本実験程度の LVL 厚みであれば面外座屈などの薄板

による構造性能への影響は小さい結果であった。 

(5) 設備開口がある試験体の補強耐力は無開口の試験体

の補強耐力と比較して補強効果は低いが，耐力比は概

ね梁下の接着接合部の面積比をやや上回っていた。 
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表－6 部材および接着接合部の計算耐力 

試験体 2・Qcmu 

(kN) 

2・Qcsu 

(kN) 

2・Q’csu 

(kN) 

Qja 

(kN) 

No.1 326 208 272 - 

No.2 388 237 259 104 

No.3 336 215 283 61.3(107) 

Qcmu :柱終局曲げ耐力 7)時の柱せん断力 

Qcsu，Q’csu :柱終局せん断耐力 7)および付着せん断耐力 8)
 

Qja  :接着せん断耐力 6) 

表－7 実験結果と計算耐力との比較 

試験体 Qexp_R4 Qcal Qexp 

/Qcal 

No.1 230 208 1.11 

No.2 476 341 1.40 

No.3 403 276(322) 1.46(1.25) 

Qexp _R4:架構全体の実験耐力(R=4.0×10-3rad 時)，正負平均 

Qcal :架構全体の計算耐力 

図－13 等価粘性減衰定数（2 サイクル目）
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